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（単位：百万円）

金  額 金  額

流  動  資  産 105,777 流  動  負  債 45,508
現 金 及 び 預 金 54,859 10,231
受 取 手 形 1,220 16,505
売 掛 金 25,302 1,276
商 品 及 び 製 品 10,187 8,278
仕 掛 品 554 5,898
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,156 1,822
前 渡 金 2,014 223
前 払 費 用 490 160
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 6,179 105
そ の 他 2,814 1,007
貸 倒 引 当 金 △ 2

固  定  資  産 42,556
有 形 固 定 資 産       32,515 固  定  負  債 1,093

建 物 11,492 984
構 築 物 274 108
機 械 及 び 装 置 5,583
車 両 運 搬 具 0 46,602
工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,691
土 地 4,954 株  主  資  本 101,689
建 設 仮 勘 定 3,518 300

無 形 固 定 資 産       3,911 9,211

借 地 権 9 9,211

ソ フ ト ウ ェ ア 3,534 92,177
そ の 他 367 75

投資その他の資産 6,129 92,102
投 資 有 価 証 券 235 92,102
関 係 会 社 株 式 1,410 評価･換算差額等 42
出 資 金 4 42
繰 延 税 金 資 産 2,816
そ の 他 1,662 101,731

148,333 148,333

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

未 払 金

資 本 剰 余 金

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
契 約 負 債
預 り 金
役 員 賞 与 引 当 金

資 産 除 去 債 務

（純  資  産   の   部）
負 債 合 計

資 本 金

(資   産   の   部） （負   債   の   部）

買 掛 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表
(2026年３月31日現在)

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

株 式 報 酬 引 当 金
株 式 給 付 引 当 金
そ の 他

そ の 他

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

科    目 科    目
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（単位：百万円）

235,558

136,895

売 上 総 利 益 98,663

54,793

営 業 利 益 43,870

営  業  外  収  益

受 取 利 息 118

受 取 配 当 金 601

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

雑 収 入 110 830

営  業  外  費  用

為 替 差 損 109

雑 損 失 1 111

経 常 利 益 44,589

特   別   利   益      

固 定 資 産 売 却 益 0 0

特   別   損   失      

固 定 資 産 除 却 損 94

固 定 資 産 売 却 損 22 116

税 引 前 当 期 純 利 益 44,473

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 13,338

法 人 税 等 調 整 額 △ 268 13,070

当 期 純 利 益 31,403

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損　益　計　算　書
(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

科　　　　　　　　　　　　目 金  　　　　   　　　　　額

売 上 高
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個 別 注 記 表 

 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(１)子会社株式及び関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法 

(２)そ の 他 有 価 証 券 

市場価格のない株式等 ………… 移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法によっております。 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

４. 固定資産の減価償却の方法 

(１)有 形 固 定 資 産 ………… 定率法 

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設 

備を除く。）については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建             物 …………… ７ ～ 38年 

工具、器具及び備品 …………… ２ ～ 15年 

(２)無 形 固 定 資 産 ………… 定額法 

       なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

              ソフトウェア(自社利用分) … １ ～ ５年 

 

５. 引当金の計上基準 

(１)貸 倒 引 当 金 …………      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して 

おります。 

(２)役 員 賞 与 引 当 金 ………… 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額

に基づき計上しております。 

(３)株  式  報  酬  引  当  金 ………… 取締役に対する株式報酬の支出に備えて、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき計上しております。 

(４)株  式  給  付  引  当  金 ………… 従業員への当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年

度における発生見込額に基づき計上しております。 
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６．収益の計上基準 

当社ではハイターゲット向けの玩具、プラモデル、景品、雑貨などの卸売又は製造等による販売を主

な事業としており、顧客との販売契約に基づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負っております。 

当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を

獲得し、履行義務が充足されると判断しております。当社では主として、国内の販売会社に対する卸売

販売、国外の販売会社に対する輸出販売、個人顧客向けのインターネット通信販売を行っており、この

うち、卸売販売においては、収益認識に関する会計基準の適用指針第 98 項における重要性等に関する

代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である限り、出荷時に収益を認識しております。また、輸出販売については、主にインコターム

ズ等で定められた貿易条件に基づき、リスク負担や所有権等が顧客に移転した時点で収益を認識してい

ます。なお、個人顧客向けのインターネット通信販売については、引渡時点で収益を認識しております。 

 

７. ヘッジ会計の方法 

  (１)ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。 

                      なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている場

合には振当処理を行っております。 

(２)ヘ ッ ジ 手 段 と ヘ ッ ジ 対 象 

      ヘ ッ ジ 手 段 ………… 為替予約 

            ヘ ッ ジ 対 象 ………… 外貨建債務及び予定取引 

    (３)ヘ ッ ジ 方 針 ………… 事業活動に伴う為替変動によるリスクを低減させることを 

                                            目的としております。 

    (４)ヘ ッ ジ 有 効 性 評 価 の 方 法 ………… ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動また

はキャッシュ･フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額

を基礎にして判断しております。 

ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の負債または予定取引に関

する重要な条件が同一である場合には、有効性が 100％であ

ることが明らかであるため、有効性の判定は省略しておりま

す。 

 

 ８．その他計算書類作成のための重要な事項 

グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額      100,086百万円 

２．担保に供している資産 

投資その他の資産「その他」                  124百万円 

「資金決済に関する法律」に基づく供託として供託金を差し入れております。 

３．関係会社に対する債権債務（区分表示したものを除く） 

  関係会社に対する短期金銭債権   2,525百万円 

  関係会社に対する短期金銭債務   1,233百万円 
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Ⅲ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、前払試験研究費、繰延資産、未払事業税等であり、評価

性引当額 25 百万円を差し引いて計上しております。なお、繰延税金負債の計上額に重要性はありませ

ん。 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月12日）に従って法人税及び地方法人税の会計処

理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

 

Ⅳ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社等          （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

 

 

㈱バンダイナムコ 

ホールディングス 

被所有 

直接 100 

資金の貸付 

経営管理 

グループ通算制度 

役員の兼任あり 

短期資金の貸付 

（注）１，２ 

 

利息の受取 

 

経営管理料の支払 

（注）３ 

 

グループ通算制度に

伴う支払 

39,267 

   

 

115 

 

2,198 

 

 

552 

関係会社短

期貸付金 

 

 

 

未払金 

6,179 

 

 

 

 

1,076 

（注）１．貸付金の取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利等を勘案して決定しておりま

す。なお、担保は受け入れておりません。また、当社は親会社㈱バンダイナムコホールディン

グスとの間でＣＭＳを導入しており、余剰資金を親会社に対して貸し付けております。 

２．貸付金の取引金額については、貸付期間の平均残高を記載しております。 

３．経営管理料の取引条件及び取引条件の決定方針については、経営管理業務に関する費用等を勘

案して合理的に決定しております。 

 

 

２．子会社及び関連会社等         （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 
取引の内容 

（注） 
取引金額 科目 期末残高 

子会社 
㈱バンダイナムコ 

プライズマーケティ

ング 

所有 

直接  100 

営業取引 

役員の兼任あり 

玩具等の販売 26,379 売掛金 2,351 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針については、一般的な市場価格を勘案し、価格交渉を行ったうえ

で決定しております。 

 

３．兄弟会社等                                   （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 

 子会社 

㈱バンダイ なし 

 

営業取引 

役員の兼任あり 

 

ネット販売の決済

代行 

（注）２ 

 

出向者の受入れ 

（注）３ 

18,359 

 

 

 

 

9,177 

未払金 3,910 
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親会社の 

 子会社 

BANDAI NAMCO ASIA  

CO., LTD. 

なし 

 

営業取引 玩具等の販売 

 

玩具等の仕入 

 

金型の購入 

（注）１ 

21,511 

 

27,317 

 

3,133 

売掛金 

 

買掛金 

 

未払金 

2,389 

 

994 

 

254 

親会社の 

 子会社 

Bandai Namco  

Trading (HK) Ltd. 

なし 

 

営業取引 

役員の兼任あり 

玩具等の仕入 

 

金型の購入 

（注）１ 

21,719 

 

3,222 

買掛金 

 

未払金 

801 

 

206 

親会社の 

 子会社 

Bandai Namco  

Entertainment 

(Shanghai) Co., 

Ltd. 

なし 

 

営業取引 玩具等の販売 

（注）１ 

10,436 売掛金 1,650 

親会社の 

 子会社 

Bandai Namco Toys 

 & Collectibles 

America Inc. 

なし 

 

営業取引 

役員の兼任あり 

玩具等の販売 

（注）１ 

15,014 売掛金 1,667 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針については、一般的な市場価格を勘案し、価格交渉を行った

うえで決定しております。 

２．決済代行に係る取引の総額であり、支払条件については一般の支払条件に準じております。 

３．出向に関する契約書に基づき、出向料の支払をしております。 

 

 

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額     50,865,771円16銭 

２．１株当たり当期純利益    15,701,596円25銭 

 




